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　国土交通省は５月 26 日、震度７の揺
れが連続した熊本地震の建物被害の原因
を分析し、現在の耐震基準に問題がない
かを検証する有識者委員会「熊本地震に
おける建築物被害の原因分析を行う委員
会」の初会合を開いた。
同委員会は、建築構造の専門家、建築設
計や建築審査の実務者を委員とし、国土
技術政策総合研究所、国立研究開発法人
建築研究所及び一般社団法人日本建築学
会などが実施している建築物被害調査内
容について、幅広く収集・整理するとと
もに、調査結果や関連データなどにより、
専門的・実務的知見を活かして、建築物
被 害の原因分析を行うことを目的とし
ている。 なお、国交省としては、同委
員会における分析のとりまとめを踏まえ
て、建築基準のあり方を含め、建築物に
おける耐震性の確保・向上方策について
検討していく予定となっている。
委員会の冒頭では国総研の井上勝徳副所
長、建築構造基準委員会の久保哲夫委員
長、建築研究所熊本地震建築物被害調査
検討委員会の塩原等委員長が挨拶した。
井上副所長は「この委員会では新耐震基
準以降の建物にもかなりの被害が出てい
るという状況を踏まえ、被害の原因をき
ちんと分析したうえで、国として何をす
べきかということを考えるため、専門家

の方々のご意見を伺ったうえで原因分析
をまとめていきたい。短期間で申し訳あ
りませんが、可能な限り速やかに、地域
別・構造別に建築物の被害状況を明らか
にしていきたい」と述べ、迅速な被害状
況の調査・分析の重要性を強調した。
続いて、久保委員長は「今般の熊本地震
では様々な工法で建てられた建築物に
様々な被害が出ています。これについて
建築研究所ではハウスメーカーなどに対
して原因の調査を求めているところであ
りますが、建築構造基準委員会では、今
後それをどういう形で社会に反映してい
くかということを議論し、国民の負託に
応えられるよう努めていきたい。短い期
間ではありますが、膨大な量の情報が
入ってきますのでご協力をお願いいたし
ます」と述べ、委員一人ひとりに協力を
呼びかけた。
　最後に塩原委員長は「建築研究所に設
けられた調査検討委員会で委員になられ
た方々は実際に熊本を訪れていますの
で、中立・公正な立場から実際に起こっ
たことや、その原因について忌憚のない
ご意見をいただければと思います。この
調査結果がこれからの建築物の役に立つ
ものとなるように努力していきたい」と
述べ、今後の建築物における耐震性の確
保・向上に意欲を見せた。

国が耐震基準に関
する問題性を検証
―専門委員会を開催
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